
R2年国調
  人  口 27年国調 Ⅱ－３

増減 △2,854人 △4.2%
R6.1.1 2.6% 2.6%
R5.1.1 12.7% 12.9% Ⅰ－２
増減 △853人 △1.3% 84.1% 80.3%

決算額 構成比 増減率 経常一般財源等 構成比 新産 × 収
10,812,031 32.7 0.9 9,714,688 56.6 工特 ×

176,942 0.5 4.6 176,942 1.0 低開発 × 支
3,163 0.0 △ 15.0 3,163 0.0 産炭 ×

49,003 0.1 18.1 49,003 0.3 山振 × 状
79,307 0.2 88.4 79,307 0.5 離島 ×

1,628,311 4.9 △ 1.6 1,628,311 9.5 過疎 × 況
84,515 0.3 4.3 84,515 0.5 半島 ×
2,192 0.0 皆増 2,192 0.0 首都 ×

25,283 0.1 19.2 25,283 0.1 近畿 ×
149,156 0.5 22.3 149,156 0.9 中部 ○
33,041 0.1 △ 11.4 33,041 0.2 市町村圏 ○ 一

5,366,262 16.2 4.2 5,068,196 29.5 特定農山村 × 般

5,068,196 15.3 4.8 5,068,196 29.5 財政再建 × 職

298,066 0.9 △ 4.9 0 0.0 指数表選定 ○ 員

18,409,206 55.7 2.0 17,013,797 99.2 財源超過 × 等

8,712 0.0 △ 14.0 8,712 0.1
242,767 0.7 68.7 0 0.0 定

451,891 1.4 5.9 68,242 0.4 数

275,285 0.8 △ 2.3 0 0.0 現年課税分 × × 1
5,739,833 17.4 △ 5.9 - - 98.7% × × 2
1,908,542 5.8 7.3 - - 98.2% × ○

31,537 0.1 △ 15.8 29,653 0.2 98.5% ○ × 1
617,851 1.9 37.4 - - × × 1

1,660,349 5.0 123.0 - - × ○ 1
1,109,474 3.4 △ 18.3 - - × × 18
1,689,967 5.1 132.4 31,846 0.2

907,651 2.7 △ 20.6 - -
33,053,065 100.0 5.8 17,152,250 100.0

経常収支

比　　　率

4,948,982 15.7 △ 0.3 4,561,250
3,283,453 10.4 2.0 3,011,036
7,304,082 23.2 9.9 3,030,108
2,466,612 7.8 1.2 2,439,960
2,466,612 7.8 1.2 2,439,960

0 0.0 △ 100.0 0
14,719,676 46.7 4.8 10,031,318
4,946,847 15.7 △ 1.4 3,968,976

395,061 1.3 6.7 259,471
3,689,736 11.7 △ 3.2 3,137,726

940,932 3.0 △ 0.8 940,869
3,372,188 10.7 2.8 2,736,479
2,468,776 7.8 48.7 1,839,377

投資及び出資金・貸付金 302,848 1.0 3.4 294,440
前年度繰上充用金 0 0.0 - -

1,591,179 5.1 △ 3.9 436,931
125,279 0.4 22.4 117,963

1,532,642 4.9 △ 7.3 415,066
405,871 1.3 0.0 49,496

1,044,242 3.3 △ 12.0 352,271
82,529 0.3 37.3 13,299
58,537 0.2 1,800.6 21,865

0 0.0 - -
31,486,311 100.0 4.5 22,704,718

令　和　５　年　度
65,491人

産　業　構　造　・　就　業　人　口 人口集中地区人口

22 2089
68,345人 都道府県名 団体名 市町村類型

区分       令和２年    国調 平成２７年    国調 R2年国調 25,831人

決 　  算  　状　  況 住民基本
台帳人口

65,433人 第１次 712人 789人 27年国調 28,602人 シズオカケン イトウシ
66,286人 第２次 3,537人  3,966人 面　　積 124.02㎢

静岡県 伊東市
地方交付税種地

第３次 23,382人 24,762人 人口密度(R2） 528人

　　　　　　歳　入　の　状　況　　　　　　　　（単位：千円・％） 市　　税 　の　状　況　　　　　　（単位：千円・％）
　指定団体等の 　　　　区　　　　　　分 R5年度（千円） R4年度（千円）
　指定状況 歳入総額 33,053,065 31,243,880

区　　　　　　分 区　　　　分 徴収済額 構成比 増減率 超過課税分 歳出総額 31,486,311 30,134,406

地 方 税

市民税

個人均等割 149,242 1.4 1.0 0 歳入歳出差引 1,566,754 1,109,474

地 方 譲 与 税 所得割 2,854,444 26.4 3.4 0 減収補塡債
発行額
（特例分）

翌年度に繰越すべき財源 513,449 244,291

利 子 割 交 付 金 法人均等割 260,838 2.4 △ 4.2 0 実質収支 1,053,305 865,183

配 当 割 交 付 金 法人税割 178,673 1.7 14.0 0 単年度収支 188,122 △ 35,800

株式等譲渡所得割交付金 固定資産税 5,143,602 47.6 △ 0.6 0 なし 積立金 450,144 460,029

地 方 消 費 税 交 付 金 うち純固定資産税 5,122,198 47.4 △ 0.6 0 臨時財政対策債
発行額

繰上償還金 0 0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 軽自動車税 225,409 2.1 2.2 0 積立金取崩し額 700,000 0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 市たばこ税 583,292 5.4 △ 1.4 0 179,351 実質単年度収支 △ 61,734 424,229
自動車税環境性能割交付金 特別土地保有税 - - - -

　　　 　区　　　分
職員数 給料月額　（百円） １人当たり平均給料

法 人 事 業 税 交 付 金 （法定普通税計） 9,395,500 86.9 0.7 0 （人）  月額 （百円）

地 方 特 例 交 付 金 法定外普通税 - - - - 一般職員 485 1,578,190 3,254

地 方 交 付 税 旧法による税 - - - - 　 うち技能労務員 63 234,360 3,720

内
訳

　普　　通 目的税 1,416,531 13.1 1.7 0 教育公務員 46 139,886 3,041
　特　　別

内
訳

入湯税 319,188 3.0 6.9 0 消防職員 0 0 0
　（　一　般　財　源　計　） 都市計画税 1,097,343 10.1 0.3 0 臨時職員 0 0 0

交通安全対策特別交付金 　 　　　合　　　計 531 1,718,076 3,236

分 担 金 ・ 負 担 金 　
一部事務組合加入の状況 特別職等

給料（報酬）月額 １人当たり平均給料

使 用 料 　  　合　　　　計 10,812,031 100.0 0.9 0 適用開始年月日 （報酬）月額　（百円）

手 数 料 適
用
税
率
の
状
況

市
民
税

個
人
分

均等割 3,500円 徴
収
率

区 分 滞納繰越分 合 計 議員公務災害 し尿処理 市　 長 令和6年1月1日 8,550

国 庫 支 出 金 市 民 税 29.4% 95.8% 退職手当 火葬場 副市長 平成28年10月1日 7,270

県 支 出 金

所得割
標準税率に
対する比率
1.0

純固定資産税 19.4% 94.0% 事務機共同 常備消防

財 産 収 入 税 合 計 22.8% 95.1% 市税滞納整理 小学校 教育長 平成28年10月1日

後期高齢者医療 議会副議長 令和5年10月1日

6,680

寄 附 金 老人福祉 中学校 議会議長 令和5年10月1日 4,350
4,000

繰 越 金 じんかい処理 その他 議会議員 令和5年10月1日 3,700
繰 入 金

      固定資産税　　　1.4/100
伝染病

諸 収 入 　　　　　　目　的　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　　　　（単位：千円・％） 　　　　　区　　　　　　　分 指数等（単位：千円）

地 方 債 　 　区　　　　　　分 　　　　決算額　　Ａ 構成比 増減率 Ａのうち普通建設事業費 Ａの充当一般財源等

R5年度

基準財政収入額 9,047,524
　 　歳　　入　　合　　計  　議　　会　　費 200,398 0.6 0.8 0 200,398 基準財政需要額 14,130,546

　　　　　　性　質　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　（単位：千円・％）
 　総　　務　　費 4,219,569 13.4 2.1 36,780 3,273,704 標準税収入額 11,497,954
 　民　　生　　費 12,998,858 41.3 5.5 121,324 7,550,606 標準財政規模 16,745,501

　　　区　　　　　　　分 決算額 構成比 増減率 充当一般財源等
経常経費充当  　衛　　生　　費 2,674,373 8.5 △ 7.5 123,250 2,025,760 財政力指数（R3～R5平均） 0.649
一般財源等  　労　　働　　費 102,920 0.3 △ 0.2 0 102,095 実質収支比率 6.3%

人　　件　　費 4,114,475 23.7 　 農林水産業費 213,327 0.7 5.2 102,939 155,666 経常一般財源等比率 102.4%
うち職員給 - -  　商　　工　　費 1,378,093 4.4 △ 1.0 75,328 1,141,034 公債費負担比率 10.1%

扶　　助　　費 1,770,524 10.2  　土　　木　　費 2,594,836 8.2 3.4 861,604 1,802,184 公債費比率 7.4%
公　　債　　費 2,439,960 14.1  　消　　防　　費 1,170,689 3.7 △ 0.7 13,042 1,109,028 起債制限比率（R3～R5平均） 6.8%

内
訳

元利償還金 2,439,960 14.1  　教　　育　　費 3,408,099 10.8 23.3 198,375 2,882,418 実質公債費比率（R3～R5平均） 5.9%
一時借入金利子 0 0.0  　災 害 復 旧 費 58,537 0.2 1,800.6 - 21,865 実質赤字比率 -

   （ 義 務 的 経 費 計 ） 8,324,959 48.0  　公　　債　　費 2,466,612 7.8 1.2 - 2,439,960 連結実質赤字比率 -
物　　件　　費 2,426,155 14.0  　諸 支 出 金 0 0.0 - - - 将来負担比率 -
維　持　補　修　費 87,177 0.5  　前年度繰上充用金 0 0.0 - - - 地方債現在高比率 131.8%
補　助　費　等 1,786,762 10.3 　歳　　出　　合　　計 31,486,311 100.0 4.5 1,532,642 22,704,718

積立金
現在高

財政調整基金

減債基金

3,161,531
うち一部事務組合負担金 931,598 5.4

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出
等

事　業　名 繰　出　金 国
保
会
計
の
状
況

実質収支 112,296千円 986,800
繰　　出　　金 2,635,667 15.2 水道事業 9,304 再差引収支 23,752千円 特定目的基金 3,508,278
積　　立　　金 - - 病院事業 370,000 加入世帯数 12,079世帯 地　方　債　現　在　高 22,069,222

0 0.0 下水道事業 1,207,000 被保険者数 17,331人 　 うち財政融資資金・旧郵政公社資金現在高 8,895,294
経常経費充当一般財源等計 国民健康保険 680,000 保険税収入額（1世帯当たり） 133千円 債 務 負 担 行 為 額

投資的経費 15,260,720千円 土地開発基金 1 調定額（被保険者1人当たり） 108千円 翌
年
度
以
降

支
出
予
定
額

物件等購入 0
うち人件費 経常収支比率 88.1% 後期高齢者医療 1,248,973 被保険者１人当たり保険給付費 333千円 　保　　証 公社等 0

内
訳

普 通 建 設 事 業 費 （減収補塡債（特例分）及び臨時財政 介護保険 1,421,376 　補　　償 その他 0

うち

　補　助 対策債を経常から除いた場合）  介護老人保健施設 21,838 その他 3,669,560
　単　独 89.0% 収入印紙等購入基金 0 実質的なもの 0
　県　営 歳入一般財源等 合　　　　計 4,958,492 収 益 事 業 収 入 1,400,000

災 害 復 旧 事 業 費 24,271,472千円

　　 歳　　出　　合　　計 R5年4月1日現在 100.5

土 地 開 発 基 金 現 在 高 323,259
失 業 対 策 事 業 費 ラスパイレス指数


